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要旨
　本稿は、これまでの政治体制の比較研究における民主化論や政治体制論を検討し、21世紀に入って盛
んに論じられている権威主義体制の研究に着目して、政治体制の実証的分類および体制移行の検証を可能
にする分析枠組みの構築を目的とする。冷戦後の民主化の時代には、政治学では盛んに民主化研究が行わ
れ、1990年代に民主化の限界が見えると、今度は権威主義体制とのグレーゾーンに位置する政治体制が
注目された。21世紀には民主化の「後退」や「バックラッシュ」がいわれ、現在は権威主義体制の研究
が盛んに行われている。本稿では、こうした流れに沿って、民主化論、グレーゾーン体制、選挙権威主義・
競争的権威主義体制論を順に検討し、これらをふまえて自由民主主義・選挙民主主義・競争的権威主義・
覇権政党・一党独裁・君主政／軍政／個人独裁の類型からなる政治体制の分類枠組みを提示する。この分
類枠組みは、要素累積的に構成されており、そのため、政治体制の比較研究および体制変動の検証に有効
であると考えられる。
キーワード： 民主化（democratization）、権威主義体制（authoritarianism/ authoritarian regime）、選挙
権威主義（electoral authoritarianism）、競争的権威主義（competitive authoritarianism）、
覇権政党体制（hegemonic party regime）
はじめに
本稿は、これまでの政治体制の比較研究における民主化論や政治体制論を検討し、21世紀に入って盛
んに論じられている権威主義体制の研究に着目して、政治体制の実証的分類および体制移行の検証を可能
にする分析枠組みの構築を目的とする。ところで、当然のことながら、政治学は現実に起きる政治現象を
反映する。その時代に起きる政治現象のトレンドは政治学の研究テーマのトレンドとなって現れる。かつ
て冷戦が終焉し世界で相次いで民主化が起きた際には盛んに民主化研究が行われた。1990年代に民主化
の限界（Diamond 1996）が見えると今度は権威主義体制とのグレーゾーンに位置する政治体制が注目さ
れた。21世紀には民主化の「後退」（Diamond 2015）や「バックラッシュ」（Carothers 2006）がいわれ、
現在は権威主義体制の研究が盛んに行われている。以下、本稿では、こうした流れに沿って、民主化論、
グレーゾーン体制論、選挙権威主義・競争的権威主義体制論を順に検討し、これらをふまえて政治体制の
比較研究と体制移行の検証に有効と考えられる政治体制の分類枠組みを提示する。
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1．民主化と民主化論
1990年代の民主化論で最も影響のあったハンチントンの研究では、民主化の「第三の波」（Huntington 
1991）が1974年のポルトガル・リスボンで始まったとされる。各国の民主化度を示す指標としてしばし
ば用いられるフリーダムハウスの政治的自由度による各国の分類をみると、1970年代後半から「自由」
に分類される国の数の割合は増えているし、逆に「自由でない」とされる国の割合は減少している（図1）。
とりわけ1990年前後、ソビエト連邦を始め共産主義体制が相次いで崩壊し、民主主義体制への移行をみ
せたことは、民主化の世界的潮流を強く印象づけるものとなった。
図１　フリーダムハウスの自由度分類による国の数の割合：1972-2017
出典：Freedom House, Freedom in the World, Country and Territory Ratings and Statuses, 1973-2018
　　　（ウェブサイトよりデータをダウンロード）より筆者作成
またこの時期には、第三世界においても多くの権威主義体制の国々が民主主義体制へと移行した。それ
には、西側先進諸国や世界銀行（世銀）・国際通貨基金（IMF）といった国際機関による民主化支援ない
し民主化促進の影響もあった（杉浦2010、2011、Burnell 2017）。とくに、世銀やIMFの融資には財政
規律や経済自由化などの条件が付され、それは「ワシントン・コンセンサス」と呼ばれた。また米国や欧
州連合の開発援助には民主化促進の援助条件（conditionality）が含まれ、サハラ以南アフリカなど多く
の開発途上国で、複数政党制による自由選挙が導入されるようになったことで民主化が促進された。
民主化とは非民主主義体制から民主主義体制への移行をいう。したがって民主化の比較研究では、まず
もって何が民主主義体制であるかを確定する必要がある。ハンチントンは、「シュンペーター学派の伝統
に従って、候補者が自由に票を競い合い、しかも実際にすべての成人が投票する資格を有している公平で
公正な定例の選挙によって、その最も有力な決定作成者集団が選出される20世紀の政治システムを、民
主主義的なものと定義する」（ハンチントン 1995：7 ）と明記している。ここでいうシュンペーター学
派とは、シュンペーターによって提唱された、民主主義の「手続き的定義（procedural definition）」を
いう（Schumpeter 1942）。それは、民主主義体制とは理念上のものでなく、権力者を選出する手続き
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出典：Freedom House, Freedom in the World, Country and Territory Ratings and Statuses, 1973-2018 
（ウェブサイトよりデータをダウンロード）より筆者作成 
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（procedure）にすぎないとしたもので、民主主義体制の概念を実証分析に耐えうるものとした考え方で
ある。
また現代の比較政治学では、民主主義を定義するにあたって、それが備えるべき最小限の要素をもって
十分とする「最小限定義」が用いられる（Przeworski 1999）。その際、多くの研究は、ハンチントンと同様、
複数の候補および政党によって競争が行われる、自由・公正で定期的な選挙により政治権力者が選出され
ることを民主主義の最低限の条件とする。とくに現代の比較政治学においては、「個別事例の詳細な特徴
描写のためではなく、あくまで幅広い事例群を対象とした実証分析に役立たせるために政治体制のデータ
セット」（今井2017：22）を用いる必要性から、最小限定義は方法論的に不可欠となっている。こうし
た民主主義体制の最小限定義に基づく民主化論が、1980年代後半から数多く提出されてきた。なかでも
よく言及されてきた研究として、南欧と南米の事例をもとに政府内保守派、政府内改革派、反体制穏健派、
反体制急進派というアクター間での力関係から民主化の帰趨を説明したオドンネルとシュミッターの研究
（O'Donnell and Schmitter 1986）、それをゲーム理論で説明し、民主化のパターンを提示したプシェヴォ
スキーの研究（Przeworski 1991）、そして、南米の事例をもとに、エリートと大衆というアクターおよ
びそれらのアクターが用いた戦略が協調的であるか強制的であるかといった要素をもとに、「協定」「威圧」
「改革」「革命」という民主化の 4 つのパターンを示したカールの研究（Karl 1990）が挙げられる。
これら1990年代前半にかけて盛んに論じられてきた民主化論は、民主化「移行論」と呼ばれ、通常は
最小限定義にもとづき民主主義体制を定義した上で、非民主主義体制から民主主義体制への移行のプロセ
ス、要因、メカニズムなどが複数（あるいは多数）の事例による比較をもとに検証されてきた。そのため、
議論の大前提として「民主主義体制か否か」という設定が必要となっており、この時期の民主化移行論は
民主主義体制と非民主主義体制との「二分法」的な議論となっている。実際、ハンチントンも「われわれ
の関心が非民主主義的体制から民主主義的体制への体制移行にあるので、二分法的接近法の方がよりこの
研究の目的に役立つ」（ハンチントン1995：11）と書いている。
以上、この時期の民主化論には次のような特徴が共通してみられる。第一に、民主化を論じるにあたっ
てはまず民主主義体制を定義する必要があるが、その際、ほとんどが民主主義の「手続き的定義」と「最
小限定義」を用いていること。第二に、こうした明確な民主主義体制の定義をふまえて、民主主義か否か
という「二分法」的見方によって民主化が検証されていたという点。そして第三に、非民主主義体制から
民主主義体制へという「移行」を議論と検証の対象としていたという点である。これらはいずれも、世界
的現象となった民主化を、実証的に比較研究する際に不可欠な方法論であったといえよう。
2．民主主義体制論から権威主義体制論へ
冷戦の崩壊で急速に進んだ1990年代前半の民主化は、次第にその問題が明らかになる。第一に、民主
主義体制への「移行」は必ずしも一方向的ではなく、逆の方向へと進むケースも出てきた。このとき、単
に民主主義体制への移行過程や諸条件の検証だけではなく、その逆行のメカニズムの検証、および逆行を
回避しいかに民主主義を「定着」させるかという議論へと発展した。この民主主義体制の「定着論」は、シュ
ミッターとカール（Schmitter and Karl 1994）によりいち早く提示され、民主化論で中心的な研究を行っ
たリンスとステパンも、南欧、南米、旧共産圏を対象として、その民主化移行だけではなく民主主義体制
の定着についても論じている。また、ダイアモンドらの論文集（Diamond et al. eds. 1997a；1997b）で
は、定着論を様々な論者が多様な視点から論じ、それをアジアを含む広い地域の事例から検証しようとし
た。ダイアモンドはその後の単著（Diamond 1999）で、「第三の波は終わったのか」と問い、民主化の「定
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着」を中心的な問題として、とりわけ市民社会の重要性に着目して論じている。
第二の問題として、西側先進国や国際機関によって民主化が促進された第三世界諸国で、複数政党制や
選挙は導入されたものの、選挙の公正性、政党（システム）の制度化、権力の抑制や法の支配の不十分さ
といった、自由民主主義にとって不可欠とされる諸要素が欠けていることが指摘され、完全な民主主義
（full democracy）とはいえない事例が頻出してきた。これらの事例は、絶対君主制や軍政、個人独裁制
のような選挙そのものを行っていない非民主主義体制とは異なるものの、完全な民主主義体制でもない、
その中間の「グレーゾーン」（Carothers 2002）に位置する政治体制、あるいは民主主義の制度を一部だ
け備えて、その他の部分は権威主義的であるという「ハイブリッドな」（Diamond 2002）政治体制と認
識され、比較政治体制研究の中心的な対象となってきた。
こうした「グレーゾーン」に位置する政治体制は、1990年代後半、様々な「形容詞つきの民主主義体制」
（Collier and Levitsky 1997）として多くの政治学者が論じてきた。例えば、ダイアモンド、リンス、リプセッ
トは「見せかけの民主主義（pseudodemocracy）」と呼び（Diamond, Linz and Lipset 1995）、のちにダ
イアモンドは「選挙民主主義（electoral democracy）」（Diamond 1996）と呼んでいる1。とくに後者か
らわかるように、これらのグレーゾーンに位置する体制は、（しばしば複数政党による）選挙は導入して
いるものの、その他の諸点で自由民主主義とは言いがたい特徴を備えていることを示している。とりわけ
その欠陥として政治的・市民的自由の欠如に着目しているのが、ザッカリアの「非自由民主主義（illiberal 
democracy）」（Zakaria 1997） である。また、民主化論で重要な研究業績を発表してきたオドンネルも、
彼が主な研究対象とする南米を念頭に、「委任民主主義（delegative democracy）」（O’Donnell 1999）と
いう概念を提出している。そこでは、定期的に選挙が行われているため、選挙によって権力者を選出し権
力者が失敗すれば次の選挙で落選するという「垂直的アカウンタビリティ」が保証されている一方で、一
度選出された権力者が司法などによってその権力の抑制を受けるという「水平的アカウンタビリティ」の
不在が指摘される。その他、「半民主主義（semi-democracy）」（Case 1993； Crouch 1993）、「不完全民
主主義（defective democracy）」（Croissant and Merkel 2004）、「部分的民主制」（McFaul 2002）などさ
まざまな形容詞を冠した「民主主義」が案出されている。この時代にはまだ、「自由民主主義の勝利」は
熱を帯びており、それらの政治体制は、制限のある民主主義
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体制として理解されていたのである。
しかし、図 1 をみてもわかるように、1990年代後半から次第に自由民主主義体制へと移行する国の数
は頭打ちとなり、「民主化の時代」は過去のものとなった。また、90年代に西側先進国の民主化促進など
の影響で複数政党制による自由選挙を導入した途上国では、激しい政治の不安定や混乱そして紛争や内戦
へと至る国も出てきた（Mansfield and Snyder 2005）。またそれとほぼ同時に、中国やロシアといった非
民主主義体制、選挙は行っていても政治的自由や選挙の公正性が制限された政治体制が急速に経済力を伸
ばして「新興国」として台頭し始めた。さらにそれらの非民主主義国が、停滞する西欧諸国に代わって、
途上国への開発援助も始め、とくに世界第二の経済大国となった中国は、それまでの西側先進国のような
民主化促進を条件としない開発援助や開発投資を行い、途上国も開発援助のために自由民主主義への移行
を進めるインセンティヴが小さくなってきた。こうした中国の開発援助方針は「ワシントン・コンセンサ
ス」に対して「北京コンセンサス」（Halper 2010）とも呼ばれる。2000年代にかけて権威主義体制の世
界的なプレゼンスはさらに増してきたのである（Diamond et al. eds. 2016）。
こうした世界的な民主化の停滞、そして権威主義体制諸国の世界的影響力の増大を反映して、政治体制
の比較研究も、グレーゾーン体制を民主主義の亜種ではなく、権威主義体制の一種として論じるようになっ
た2。エジプト国民民主党の一党優位体制を主たる事例として権威主義体制のダイナミズムを描いた今井
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真士は、比較政治体制の諸研究を幅広くレビューしたうえで、「政治体制研究の論調は、理論的想定と分
析的視点の違いから主に 2 つの時期（ 2 つのパラダイム）に大別できる」とし、最初を「1980年代中頃
から1990年代後半にみられた比較民主化
4 4 4
論」の時期、次を「2000年代前半から2010年代後半の現在ま
で続く比較権威主義
4 4 4 4
体制論」の時期と区別した（今井2017：35、強調は筆者）。そしてこの2000年代以
降の時期、レヴィツキーとウェイの「競争的権威主義体制（Competitive authoritarianism ）」（Levitsky 
and Way 2002；2010）やシェドラーの「選挙権威主義体制（Electoral authoritarianism）」（Schedelr 
ed. 2006）、オッタウェイの「半権威主義体制（semi-authoritarianism）」（Ottaway, 2003）といった「形
容詞つきの権威主義体制論」（宇山2014）が提出されるようになった。
グレーゾーン体制が、定期的に普通選挙権に基づく選挙は行っているものの、選挙の公平性や公正性に
問題があり、政治的自由に制限があるような政治体制を示しているとすると、シェドラーのいう「選挙権
威主義体制（Electoral authoritarianism）」（Schedelr ed. 2006）は、このグレーゾーン体制の定義によく
あてはまる。彼の説明によれば、選挙権威主義体制とは、包括的（成人男女に選挙権がある普通選挙権）
で最低限の多元性（野党の参加を許容）と競争性（野党も議席獲得が可能）を持ち、最低限度開かれた（野
党は抑圧されているが高度には抑圧されていない）選挙を行っている権威主義体制であるという（Schedler 
ed. 2006：3）。こうした定義は、普通選挙制を除けば、「最低限」の多元性や競争性、抑圧の程度など、
かなり曖昧な点を含んでいる。しかし、シェドラーはその構成要素よりも、それに隣接する体制類型によっ
てその「外縁」からこの選挙権威主義体制という類型を規定しようとしているように思える。すなわち、
その「権威主義的な側面を強調することで、それらの政治体制を選挙民主主義と区別し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、また選挙の実施
を強調することで『閉鎖的な』専制主義体制と区別する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」ということで、それが一方で「選挙民主主義体
制」と、他方で「『閉鎖的な』専制主義体制」と区別されると明記している。また、「選挙民主主義体制は、
自由民主主義の持つ一部の要件（例えば抑制均衡や汚職や不正のない官僚制、司法の独立など）を欠いて
いるが、それらは、選挙権威主義体制では行われていない自由で公正な選挙
4 4 4 4 4 4 4 4
を行っている」（Schedler ed. 
2006：5、強調は筆者）という記述から、選挙権威主義体制では選挙における「自由と公正さ」が欠如
していることで選挙民主主義と区別され、さらに選挙民主主義は権力の抑制システムや司法の独立などが
欠けている点で自由民主主義と区別されることが示されている。要するに、選挙権威主義体制は、一方で
閉鎖的専制主義体制と、他方で民主主義体制と区別され、それらの間に位置する権威主義体制の類型であ
り、またグレーゾーン体制と呼ばれてきた類型と重なるものであるということがわかる。
もう一方で、2000年以降現在に至るまで頻繁に言及されてきたレヴィツキーとウェイの「競争的権威
主義体制」は3、選挙民主主義体制よりもより限定的な類型であるといえる。その定義は、よって比較的
明確である。彼らは「競争的権威主義体制」を次のように定義している。
「選挙結果の操作や不公正なメディアへのアクセス、国家資源の濫用、さまざまな程度のいやがらせや
暴力といったものが、選挙での競争の場を現職に有利なようにゆがめる。いいかえると、選挙競争が行わ
れてはいるものの公正ではない。私たちはこうした政治体制を競争的権威主義体制
4 4 4 4 4 4 4 4 4
と名付ける。」（Levitsky 
and Way 2010：3、強調は原文）
このように明確に定義することで彼らは、政治体制の分類よりも、彼らのいう競争的権威主義体制、具
体的にはそれに該当するという35の政治体制に焦点を当て4、その体制内および体制変化のダイナミズム
の検証に集中したといえる。また、「この論文ではひとつの特定のタイプの『ハイブリッドな』政治体制
すなわち競争的権威主義体制を検証する」（Levitsky and Way 2002：51）と述べていることからもわか
るように、競争的権威主義体制は「ハイブリッドな」政治体制のひとつの特定のタイプであると明記し
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ている。実際、「競争的権威主義体制は、いわゆる『見せかけだけ』の選挙による体制、つまり選挙の制
度は存在するものの権力獲得をめぐる競争の意味をまったく持たない政治体制（例えば、1990年代のエ
ジプト、シンガポール、ウズベキスタン）とは区別される」（Levitsky and Way 2002：54）としている。
ここに選挙権威主義体制と競争的権威主義体制との枠組みのずれがみられる。
それでは、この「ずれ」の間に位置する、選挙権威主義体制に含まれ競争的権威主義体制には含まれな
い権威主義体制の類型はどう規定されるであろうか。「選挙権威主義体制の時代」と題するレビュー論文
を書いたモースは、選挙権威主義体制の下位類型として、競争的権威主義体制と並べて「覇権的権威主義
体制（hegemonic authoritarianism）」を置き、その事例としてメキシコ、タンザニア、ケニア、モザンビー
クを挙げている（Morse 2012：190）。そして先に、レヴィツキーとウェイが競争的権威主義体制から除
外したエジプトやシンガポールの体制はまさにこの「覇権的権威主義体制」にあたるといえる。なおかつ
この政治体制は、決してこれらの少数の事例にとどまるものではない。その代表的な事例の一つである制
度的革命党（PRI）の覇権体制が続いたメキシコの研究でマガローニは、メキシコと同じ「覇権政党専制
体制（hegemonic party autocracy）」にあたる事例として、エジプト、ガイアナ、ガボン、カメルーン、
ガンビア、ギニアビサウ、ケニア、コートジボワール、ジブチ、シンガポール、ジンバブエ、セネガル、
台湾、タンザニア、パラグアイ、ボツワナ、マレーシア、南アフリカ、メキシコ、モザンビーク、リベリ
アを挙げている（Magaloni 2006：1-2）。21にのぼるこれらの事例は、35の事例が挙げられている競争
的権威主義体制と比べて決して少数ではない。
3．政治体制の分類枠組み
ここまでの議論をまとめると、政治体制類型は、まず大きく「民主主義体制」「選挙権威主義体制」「閉
鎖的権威主義体制」の 3 つに分類され、さらに、民主主義体制のなかで「自由民主主義体制」と「選挙民
主主義体制」、選挙権威主義体制のなかで「競争的権威主義体制」と「覇権政党体制」とに分けられる5。
ここで私は、もう一つの基準を導入することで、「閉鎖的権威主義体制」に一つの下位分類を付け足した
い。それは「政党の有無」という基準である。ここで政党という要素を導入する理由は、民主主義の現代
的な定義において、自由選挙が不可欠の要素になっているのと並んで、政党とりわけ複数政党による競
争も不可欠の要素になっているからである6。シャットシュナイダーはかつてその政党政治に関する古典
的業績の冒頭で、「政党は近代民主主義をつくった。そして近代民主主義は政党抜きには考えられない」
（Schattschneider 1942：1）と述べた。つまり、今日の民主主義において不可欠な条件とされる選挙競争
の主体は政党にほかならず、ゆえに政党をもう一つの基準として導入しようとするのである。
ここまでの分類は、実質を伴うか否かにかかわらず複数政党間での選挙競争を大前提として行われてき
た。しかし、複数政党による選挙競争を伴わない場合でも政党が存在する場合がある。それが、上記の区
分では「閉鎖的権威主義体制」に分類される「一党独裁体制」である。この体制は主に共産主義（レーニ
ン主義）体制にみられ、国家と融合ないしは国家を超越した一つの政党が、体制そのものを体現している。
独裁政党の圧倒的優位が憲法にも書き込まれ、野党の挑戦を許さないばかりか、選挙競争すらない。しか
し、この政治体制は政党が存在するという点で絶対君主制や軍政といったその他の閉鎖的権威主義体制と
は区別され、逆に閉鎖的権威主義体制以外の体制と共通点を持つ。さらに、ソビエト連邦や東欧で共産主
義体制が崩壊したため現在は数少ない事例しか残されていないが、その事例の中でも中国やベトナムでは
形式的には共産党以外の候補も容認されている。つまり、政権政党の圧倒的優位が体制として保証されて
いるものの、実際には小規模ながら野党が存在する場合もある。このように考えると、隣接する類型であ
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る「覇権政党体制」と比較してみた場合も、覇権政党体制では選挙は行われているが、政権政党の圧倒的
優位が揺るがない点では一党独裁体制と類似している。さらにいうと、一党独裁体制は共産主義体制が念
頭に置かれがちだが、1987年まで「党禁」を憲法で規定していた台湾は、国民党以外の政党が合法的に
認められない一党独裁体制に分類されるのが相応しい。また、共産主義体制では国家より政党が上位に位
置し、覇権政党体制では政党より国家（政府）が上位であるという大きな違いがあるが、例えばカンボジ
アでは、「1991年以降のカンボジア人民党は、党と国家の結びつきを維持・強化しながら前者（「党＝国
家体制」）から後者（「政府党体制」）への転換を図った」（山田2015：11）という指摘もあり、これらの
類型の間での移行の可能性も示唆されている。よって、一党独裁体制を閉鎖的権威主義体制のなかで一括
表１　政治体制の分類枠組み
民主主義体制
自由民主主義体制
選挙民主主義体制
選挙民主主義体制
（グレーゾーン体制）
競争的権威主義体制
覇権政党体制
閉鎖的権威主義体制
一党独裁体制
君主政・軍政・個人独裁体制
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図表2 政治体制の分類枠組み 
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＊政治体制の分類基準となる要素 
1：政党は存在するのか 
2：選挙は行われるのか 
3：選挙で実質的な政党間競争はあるのか 
4：選挙は自由で公正に行われているのか 30 
5：法の支配は徹底されているのか：買票、あからさまなクライエンテリズム 
政治体制 
君主政／軍政／ 
個人独裁 No Yes 
選挙 No Yes 
選挙競争 覇権政党体制 No Yes 
自由・公正な 
選挙 競争的権威主義体制 
Yes 
法の支配 
No 
選挙民主主義体制 
自由民主主義体制 
政党 
No Yes 
一党独裁制 
＊政治体制の分類基準となる要素
1：政党は存在するのか
2：選挙は行われるのか
3：選挙で実質的な政党間競争はあるのか
4：選挙は自由で公正に行われているのか
5：法の支配は徹底されているのか：買票、あからさまなクライエンテリズム
図２　政治体制の分類
出典：Roessler and Howerd 2009: 106, Figure 4. 1をもとに、筆者作成。
和洋女子大学紀要　第60集30
りにするのではなく、「政党の存在」という基準を設定することで、選挙権威主義体制に隣接するひとつ
の体制類型としてみることは有効であると考えられる。
ここまでの議論をまとめて本稿での政治体制の分類枠組みを整理すると下記の表１のようになる。しか
し注意を促したいのは、この政治体制の分類枠組みは、単に相互排他的なカテゴリーを並列したものでは
ないということである。レッスラーとハワード（Roessler and Howerd 2009）は、基準となるいくつか
の要素を設定することで、権威主義体制、選挙権威主義体制、民主主義体制にその下位分類を加えた 5 つ
の政治体制を分類した。つまり、閉鎖的権威主義体制から、選挙の有無、選挙における競争の有無、選挙
競争における自由・公正さの有無、そして法の支配の有無といった一つ一つの要素を付け足していくこと
により、閉鎖的権威主義体制、覇権権威主義体制、競争的権威主義体制、選挙民主主義、自由民主主義と
いう各々の政治体制類型を段階的・連続的に分類している。本稿の分類では、このなかの「選挙の有無」
の前に「政党の有無」という基準を付け加える。先述のように、政党の存在を基準として、閉鎖的権威主
義体制の中で一党独裁体制とそれ以外のものとを区別し、また政党の存在という点で民主主義体制・選挙
権威主義体制との共通点・連続性を見ることができるからである。
上記、図 2 および表２からわかるように、これらの体制分類は単に互いの類型が切り分けられているだ
けではなく、一つ一つの要素が付け加わることによって、それぞれの体制類型が連続的に位置づけられて
いる。つまり、閉鎖的権威主義体制に政党が加わると一党独裁体制に、それに選挙が加わると覇権政党体
制にというように展開していくという構成になっている。このように、各類型が要素累積的に位置づけら
れ連続的であるということは、隣接する類型間での体制移行の可能性を示す。レッスラーとハワードは、「競
争的権威主義体制」は不安定で、一方で覇権的権威主義体制に移行する可能性もあれば、他方で選挙民主
主義に移行する可能性もあると指摘しているが、それはこの分類のなかで隣接する体制類型への移行可能
性を示している。またブラウンリー（Brownlee 2009）は、1975年から2004年までの158の政治体制に
ついて統計的検証を行った結果、選挙を行わない閉鎖的権威主義体制と比べて、競争的権威主義体制も覇
権的権威主義体制も民主主義体制へと移行する可能性が高いこと、またとくに競争的権威主義体制は選挙
民主主義体制に移行する傾向が強いことを証明している。体制移行は、しばしば個人独裁や軍政が崩壊し
て民主化したり、逆に民主主義体制が軍事クーデターによって終焉を迎えたりすることが劇的に伝えられ、
強いインパクトを与えるが、実際は多くの要素で共通点を持つ隣接する体制類型間での移行が多いことを
この研究は証明している。よって、単に様々な政治体制をカテゴリーに分類するだけでなく、それぞれの
類型を基準となる要素によって構成し、要素累積的で互いに連続的な類型によって分析枠組みを構成する
ことで、体制移行の検証にも有効であると考えられるのである。
表２　政治体制の分類とその構成要素
政党の存在 選挙の実施 政党間競争 自由・公正な選挙 法の支配
自由民主主義体制 ○ ○ ○ ○ ○
選挙民主主義体制 ○ ○ ○ ○ ×
競争的権威主義体制 ○ ○ ○ × ×
覇権政党体制 ○ ○ × × ×
一党独裁制 ○ × × × ×
君主政／軍政／個人独裁 × × × × ×
出典：筆者作成
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おわりに
政治学は現実の政治を反映する。1990年前後の冷戦の終焉と共産主義体制の崩壊をピークとする民主
化の時代には民主化と民主主義体制が盛んに論じられた。しかし民主化の現実は程なくその限界を示すよ
うになり、政治学者は「形容詞つき」で民主主義体制を論じた。このときには、政治学の側でも民主主
義体制か否かという二分法が限界に直面し、グレーゾーンやハイブリッドの政治体制に注目が集まった。
21世紀に入ってさらに権威主義体制がプレゼンスを増すと、今度は形容詞つきの権威主義体制論が相次
いで発表され、もはやグレーゾーンではなく新たな権威主義体制として多くの政治学者の研究対象となっ
た。なかでも近年、盛んに言及されてきたのが選挙権威主義体制と競争的権威主義体制の議論である。前
者は、かつてグレーゾーンと呼ばれた権威主義体制を包括するものであり、後者はそれよりも限定的な射
程しか持たないが、権威主義体制のダイナミクスとその変化（体制移行）のメカニズムおよび可能性を説
明するのに説得力を持った。
本稿では、民主化論に始まるこうした政治体制研究の展開を辿ったうえで、政党の存在という要素を加
え、また他の要素を累積的に付加することで展開する政治体制の分類枠組みを構築しようと試みた。この
ように要素累積的な分類枠組みを構築することで、単に体制の分類が可能であるというだけでなく、体制
移行の説明や検証にも有効な枠組みを提供しようと考えたのである。とくに、（民主主義体制には不可欠
であるはずの）政党という要素を新たに付加することで、閉鎖的権威主義体制のなかに一党独裁体制とい
う類型を設定し、覇権政党体制と隣接させることでそれらの比較と移行可能性が示されると考えた。
どうしてこの覇権政党体制と一党独裁体制との枠組みを考えたかというと、それが東アジアの政治体制
分類とその体制移行の検証を行う際にはとくに有効ではないかと考えたからである。これまでの比較政治
体制研究では、あまりにも東アジアの事例に対する検証が手薄であった。レヴィツキーとウェイの著書は
35カ国の競争的権威主義体制を取り上げているが、そのうち東アジアの事例はカンボジア、マレーシア、
台湾の 3 カ国のみであり、なおかつ台湾がその事例として妥当かどうかは疑問である。また本稿でも言及
したモースの権威主義体制に関する論文で取り上げられている覇権政党体制の事例は、メキシコやタンザ
ニア、ケニア、モザンビーク、チュニジアといった事例に限られており、アジアは含まれていない。
しかし、東アジアをみると、覇権政党体制はかつて「政府党体制」（藤原1994）と呼ばれたものに該当
する。この政府党体制は、スハルト政権下のインドネシア、国民戦線政権下のマレーシア、人民行動党政
権下のシンガポール、フィリピンの新社会運動でみられた。これらは1980年代から日本で盛んに論じら
れたアジアの「開発独裁」体制とも重複し、経済開発との関係でも研究対象として興味深い。さらに最近
では、カンボジアがそのモデルを踏襲しようとしている7。また一党独裁体制にいたっては、世界中でほ
とんどの共産主義体制が崩壊したにもかかわらず、東アジアでは、中国、ベトナム、ラオスで、今日にお
いても一貫して継続している。さらにいうと、1987年に「党禁」が解除されるまでの台湾は共産主義体
制でなくとも一党独裁体制であった。そしてこの台湾の一党独裁体制も「党禁」解除によって複数政党制
となり、現在では政権交代が常態化する自由民主主義体制となっている。このことは、本稿で示した政治
体制類型とくに「覇権政党体制」と「一党独裁体制」を導入した一連の分類枠組みが、東アジアにおける
これまでの体制移行の比較研究と、これからの体制移行の可能性を研究する際に有効な枠組みになる可能
性を示しているといえる。ただし、本稿での議論はこの分類枠組みの提示にとどまり、東アジアの諸事例
を対象とした実証的な比較研究は今後の課題となる。
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註
　　　　　　　　　　　　
1 ここでのダイアモンドの主張は「選挙民主主義体制」を「自由民主主義体制」から区別することにあったが、のちにそれは「選
挙権威主義体制」とも区別されるようになる。
2 南米を専門とする上谷直克（2017）は、レヴィツキーとウェイの「競争的権威主義体制」に対して、それはすでにオドンネル
が提示した「委任民主主義体制」と相違がなく、あらためて新しい概念を提出する必要はないのではないかと強く疑問を呈して
いる。筆者はその主張に同意するが、むしろそれまで民主主義体制の亜種だと捉えられていたもの（オドンネルの場合）が、後
の時代には権威主義体制の一種（レヴィツキーとウェイの場合）だと見方が変わったことに、政治学者の大きなパーセプション
の変化があり、それが重要なのではないかと考える。
3 日本の学会においても、日本比較政治学会は2016年の全国大会共通論題で「競争的権威主義体制の安定性と不安定性」をテー
マとして取り上げ、2017年の学会誌（日本比較政治学会2017）で特集されている。
4 そこで取り上げられている事例は以下のとおりである。アメリカ（6カ国）：ドミニカ共和国、ガイアナ、ハイチ、メキシコ、ペルー、
ニカラグア、東ヨーロッパ（6カ国）：アルバニア、クロアチア、マケドニア、ルーマニア、セルビア、スロバキア、アジア（3カ国）：
カンボジア、マレーシア、台湾、旧ソ連邦（6カ国）：アルメニア、ベラルーシ、グルジア、モルドヴァ、ロシア、ウクライナ、
アフリカ（14カ国）：ベニン、ボツワナ、カメルーン、ガボン、ガーナ、ケニア、マダガスカル、マラウィ、マリ、モザンビーク、
セネガル、タンザニア、ザンビア、ジンバブエ。
5 これは、ダイアモンドによる政治体制分類にも類する（Diamond 2002：30-31）。彼は下記のように政治体制を分類した。
 ①自由民主主義体制（liberal democracy）、②選挙民主主義体制（electoral democracy）、③曖昧な体制（ambiguous regimes）、
④競争的権威主義体制（competitive authoritarian regimes）、⑤覇権的選挙権威主義体制（hegemonic electoral authoritarian 
regimes）、⑥政治的に閉鎖的な権威主義体制（politically closed authoritarian regimes）
6 国連開発計画（UNDP）は『人間開発報告2002』のなかで、民主主義に必要なものとして第一に「複数政党制と選挙」を挙げ
ている（UNDP 2003：62） 。
7 しかもこのうち、インドネシアは1998年にスハルト体制が崩壊、またマレーシアも盤石の覇権政党体制であると思われたもの
が2018年の総選挙で崩壊した。これらの体制移行の過程も検証に値するが、同時に現在でも盤石の覇権政党体制を継続するシ
ンガポールとの比較も有益であるといえよう。
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